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国立大学法人鳥取大学事業報告書 

 

「Ⅰ はじめに」 

 

  本学は、「社会の中核となり得る教養豊かな人材の育成」、「地球規模及び社会的課

題の解決に向けた先端的研究の推進」、「国際・地域社会への貢献及び地域との融合」

を教育研究の目標とし、これに基づいた第三期中期目標を達成するため、中期計画及び

年度計画を策定し、事業を実施しました。 

  学長のリーダーシップの下に全職員が一丸となって取り組んだ結果、平成 30 事業年度

の年度計画は十分に実施され、中期目標も順調に進捗しているものと判断します。 

本事業年度の特筆すべき取り組みは、次のとおりです。 

 

 ・教員の人事を一元的に管理し、各部局への配置を柔軟に行うことにより高度で持続可

能な教育研究を推進するため、平成 30 年４月に教育組織と教員組織を分離し、教員組

織として新たに６部門（教育支援、地域学系、医学系、工学系、農学系、乾燥地研究）

から成る「学術研究院」を設置しました。 

 ・持続可能社会の形成に向け、研究科の特色・強みを活かすことで、農林業等を取り巻

く課題解決に各研究領域から貢献し、グローバルかつローカルに幅広く対応できる研

究者・技術者を養成するため、平成 30 年４月に連合農学研究科を４専攻から３専攻の

８連合講座体制に再編し、入学定員を 17 名から 19 名に増員しました。 

 ・「とっとり創薬実証センター」が平成 30 年４月に開所し、本学の染色体工学技術など

の研究成果（完全ヒト抗体産生動物や疾患モデル動物）を活かして製薬企業とともに

創薬研究開発を開始しました。 

 ・鳥取大学ＣＯＣ＋事業「地域ニーズ窓口（創造的な自治体・企業活動の促進）」の一

環として企業と実施している新商品開発プロジェクトにおいて、本学の学生に社会人

との協働作業の中で企業の新商品の企画・制作・デザイン・販売までを実体験させ、

開発されたコラボ新商品が中四国地方で販売されました。 

・地域包括ケアシステムの構築推進と医療資源の有効活用を推進するため、平成 30 年

12 月に米子市内の急性期４病院（鳥取大学医学部附属病院、山陰労災病院、米子医療

センター及び博愛病院）で「地域病院機能連携協定」を締結しました。 

・子どもの障害特性や発達段階に応じたわかりやすい環境整備、「読書カルテ」による

読書傾向の実態把握等の取組により、主体的な子どもの読書活動や図書館利用が活発

化した結果、平成 30 年６月に附属特別支援学校が「子どもの読書活動優秀実践校」と

して文部科学大臣表彰を受けました。 

・（ 独） 科 学技 術振 興機 構（ JST）「 地球 規模 課題対 応国 際科 学技 術協 力 プロ グラ ム

（SATREPS）」に、本学の戦略１「乾燥地科学分野における国際的研究教育拠点の強化」

の取組として実施した「限界地プロジェクト」の研究成果の一部が発展した、研究課

題「スーダンおよびサブサハラアフリカの乾燥・高温農業生態系において持続的にコ

ムギを生産するための革新的な気候変動体制技術の開発」（平成 31～35 年度）が採択

され、スーダン農業研究機構との間で事業開始準備手続を行いました。 

・研究活動の効果的かつ創造的な実施のための研究環境の機能強化を推進し、研究力の

一層の向上を図るとともに、研究成果を社会に還元するため、生命機能研究支援セン

ター及び産学連携推進機構を統合して、平成 30 年４月に「研究推進機構」を設置しま

した。 

 

  近年、国立大学に対する期待が高まっていますが、財政状況は厳しい状況にあるため、

外部資金の獲得、人件費の適切な管理及び経費節減を一層推進するとともに、限られた

予算の重点化・効率化を図った予算配分に努め、第三期中期目標達成に向けて積極的に

事業を展開します。 
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「Ⅱ 基本情報」 

 

１．目標 

鳥取大学は、創立以来今日まで、地域の人々の幸福のために、実学を中心に地域の

発展に取り組んできた。砂丘農業の取組から発展して世界に展開する乾燥地研究に象

徴されるように、地域のための取組の成果を活かして世界に貢献してきた。その根底

にあるものは、地域に寄り添いながら世界を視野に入れ、つねに厳しい条件下におか

れている人々に対する思いやりの心をもつ姿勢である。 

このような伝統を受け継いで、理論の修得と実践により問題解決と知的創造を行う

「知と実践の融合」を基本の理念として、全学を上げた学際的取組により教育、研究、

社会貢献を進め、活力をもった持続的な地域の創生につとめるとともに、環境科学、

ライフサイエンス等の特色ある分野において研究拠点の形成を進め、持続的な世界の

構築に貢献する大学を目指していく。そのために次の３つの目標を掲げる。 

１．社会の中核となり得る教養豊かな人材の育成 

２．地球規模及び社会的課題の解決に向けた先端的研究の推進 

３．国際・地域社会への貢献及び地域との融合 

これらの目標の達成に向けて、基本理念である「知と実践の融合」のもとに、次の

ようなビジョンをもって活動を行う。 

 

【教育】 

時代に必要な現代的教養と人間力を根底におく教育により、地域社会の課題解決

や国際社会の理解を志向し、社会の中核となり得る教養豊かな人材の育成に取り組

む。 

【研究】 

地域から世界に広がる研究フィールドにおいて、基礎研究のみならず、社会的課

題の解決へ向けた実践研究を行う。責任ある研究活動を行うとともに、そこから得

た知見を学術知にとどめることなく、知的資源として社会へ還元する。 

【社会貢献】 

地域と一体となって教育研究を推進するとともに、広く社会に役立つ研究成果を

創出し、地域のみならず国際社会に還元する。大学の資源を活用して地域の活性化、

地域医療の充実に貢献する。 

 

本学は、地域学部、医学部、工学部及び農学部等で構成されており、執行部と各学

部との意思疎通や学部間の共通認識が図りやすく、状況に応じて迅速に対応できると

いう特色を活かし、学長のリーダーシップの下に、学内の資源を有効に活用し、効率

的・機動的な大学運営を推進して目標の達成に努める。 

 

２．業務内容 

   国立大学法人鳥取大学は、次の業務を行う。 

（１）鳥取大学を設置し、これを運営すること。 

（２）学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行

うこと。 

（３）本法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の

本法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

（４）公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

（５）鳥取大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

（６）鳥取大学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって国立

大学法人法施行令（平成 15 年政令第 478 号）で定めるものを実施する者に対し、

出資（（７）に該当するものを除く。）を行うこと。 

（７）産業競争力強化法 （平成 25 年法律第 98 号）第 21 条の規定による出資並びに

人的及び技術的援助を行うこと。 
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（８）前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３．沿革 

  昭和２４年 ５月３１日 鳥取師範学校・鳥取青年師範学校・米子医科大学・米子医

学専門学校・鳥取農林専門学校を包括し鳥取大学学芸学部、

医学部及び農学部を設置 

  昭和４０年 ４月 １日 工学部を設置 

  昭和４１年 ４月 １日 学芸学部を教育学部に改称 

  昭和４２年 ４月 １日 教養部を設置 

  昭和５０年 ４月２２日 医療技術短期大学部を併設 

  平成 元年 ４月 １日 連合農学研究科を設置 

  平成 ２年 ６月 ８日 農学部附属砂丘利用研究施設を転換し、全国共同利用施設

として乾燥地研究センターを設置 

  平成 ７年 ４月 １日 教養部を廃止 

  平成１１年 ４月 １日 教育学部を改組・転換し教育地域科学部を設置 

  平成１４年 ４月 １日 医療技術短期大学部を廃止 

  平成１６年 ４月 １日 国立大学法人鳥取大学設立 

  平成１６年 ４月 １日 教育地域科学部を改組し地域学部を設置 

 

４．設立に係る根拠法 

  国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号） 

 

５．主務大臣（主務省所管課） 

  文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 

 

６．組織図その他の国立大学法人等の概要 

  別紙組織図のとおり 

 

７．事務所（従たる事務所を含む）の所在地 

  鳥取県鳥取市湖山町（本部） 

  鳥取県米子市西町（医学部、附属病院） 

  鳥取県鳥取市浜坂（乾燥地研究センター） 

 

８．資本金の額（平成３１年３月３１日現在） 

  35,168,122,710 円（全額 政府出資） 

 

９．在籍する学生の数（平成３０年５月１日現在） 

  総学生数      ６，２０１人 

   学士課程     ５，１７３人 

   修士課程       ６６６人 

   博士課程       ３６２人 

 

１０．役員の状況 

役職 氏名 任期 経歴 

学   長  豐島 良太  平成29年 4月 1日  

～平成31年 3月31日

平成19年4月  

～平成23年3月 鳥取大学医学部附

属病院長 

平成23年4月  

～平成25年3月 鳥取大学医学部長 

平成25年4月  

～平成29年3月 鳥取大学長 
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理    事  

(教育担当、

国際交流担

当) 

中島 廣光  平成29年 4月 1日  

～平成31年 3月31日

平成19年4月  

～平成23年3月 鳥取大学農学部長 

平成25年4月  

～平成29年3月 鳥取大学理事 

理   事  

(研究担当、

環境担当) 

 見 吉晴  平成29年 4月 1日  

～平成31年 3月31日

平成27年2月  

～平成27年3月 鳥取大学学長特別

補佐 

平成27年4月  

～平成29年3月 鳥取大学副学長 

理   事  

(企画・評価

担当、広報担

当) 

細井 由彦  平成29年 4月 1日  

～平成31年 3月31日

平成23年4月  

～平成25年3月 鳥取大学副学長 

平成25年4月  

～平成29年3月 鳥取大学理事 

理   事  

(総務担当、

財務担当、施

設担当) 

松田 成史 平成30年 4月  1日  

～平成31年 3月31日

平成26年4月  

～平成26年9月  東京大学人事部長 

平成26年10月  

～平成28年3月 東京大学副理事兼 

               人事部長 

平成28年4月  

～平成30年3月 福岡教育大学事務

局長 

理   事  

(地域連携担

当、内部統制

担当) 

法橋  誠   平成29年 4月 1日  

～平成31年 3月31日

平成15年7月  

～平成16年4月 鳥取県企画部文化

観光局長 

平成16年4月  

～平成17年7月 鳥取県文化観光局

長 

平成17年7月  

～平成19年4月 鳥取県行政監察監 

平成19年5月  

～平成21年3月 鳥取県防災局防災

監 

平成21年4月  

～平成24年3月 鳥取県生活環境部

長 

平成24年4月  

～平成25年3月 鳥取県統轄監 

平成25年4月  

～平成29年3月 鳥取大学理事 

監   事  田中 一実 平成28年 4月  1日  

～平成32年 8月31日

平成24年5月  

～平成28年3月 株式会社鳥取銀行 

執行役員 

監   事  

(非常勤) 

足立 珠希 平成28年 4月  1日  

～平成32年 8月31日

平成19年4月  

～平成21年3月 鳥取県弁護士会副

会長 

平成23年1月～ 足立珠希法律事務

所所長 

平成25年4月  

～平成26年3月 鳥取県弁護士会副

会長 

 平成27年4月  



-5- 

～平成28年3月 鳥取県弁護士会会

長 

        日本弁護士連合会

理事 

 

１１．教職員の状況（平成 30 年 5 月 1 日現在） 

教員   ８２２人（うち常勤  ８１８人、非常勤  ４人） 

職員 ２，１０９人（うち常勤１，５４１人、非常勤５６８人） 

 

（常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年度比で４５人（１．９％）増加しており、平均年齢は３８．９

歳（前年度３８．９歳）となっております。このうち、地方公共団体からの出向者

が７３人です。 

 

「Ⅲ 財務諸表の要約」 
（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 
 
１．貸借対照表（https://www.tottori-u.ac.jp/4156.htm）  
                                   （単位：百万円） 

資産の部 金   額 負債の部 金   額

  固定資産 73,024   固定負債 14,359

   有形固定資産 71,928    資産見返負債 8,161

    土地 46,345    機構債務負担金 181

      減損損失累計額 ▲ 38    長期借入金 4,588

    建物 35,471    引当金 249

      減価償却累計額 ▲ 19,306     退職給付引当金 249

      減損損失累計額 ▲ 3    その他の固定負債 1,178

    構築物 3,015   流動負債 7,396

      減価償却累計額 ▲ 1,794    運営費交付金債務 143

  　その他の有形固定資産 8,238    その他の流動負債 7,252

   無形固定資産 84  負債合計 21,755

    ソフトウェア 44 純資産の部 金   額

  　その他の無形固定資産 40   資本金 35,168

   投資その他の資産 1,011    政府出資金 35,168

  流動資産 11,198   資本剰余金 7,203

   現金及び預金 6,211   利益剰余金 20,095

     その他の流動資産 4,986  純資産合計 62,466

 資産合計 84,222  負債純資産合計 84,222  

（注）記載している金額は、百万円未満の端数を切捨てて表示しております。 
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２．損 益 計 算 書（https://www.tottori-u.ac.jp/4156.htm）  

                                           （単 位 ：百 万 円 ） 

区　　　　分 金    額

経常費用（A） 40,341

　業務費 39,173

　　教育経費 1,673

　　研究経費 1,501

　　診療経費 14,504

　　教育研究支援経費 540

　　人件費 19,651

　　その他 1,302

　一般管理費 1,079

　財務費用 86

　雑損 1

経常収益(B) 42,066

  運営費交付金収益 10,795

　学生納付金収益 3,708

　附属病院収益 23,494

　その他の収益 4,068

臨時損益(C) ▲10

目的積立金取崩額(D) 9

当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D） 1,723  
            （注 ）記 載 している金 額 は、百 万 円 未 満 の端 数 を切 捨 てて表 示 しております。 
 
３．キャッシュ・フロー計 算 書（https://www.tottori-u.ac.jp/4156.htm）  
 
                                           （単 位 ：百 万 円 ） 

区　　　　分 金     額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 4,202

　人件費支出 ▲ 19,885

　その他の業務支出 ▲ 16,956

　運営費交付金収入 11,119

　学生納付金収入 3,379

　附属病院収入 23,694

　その他の業務収入 2,851

  国庫納付金支出 -

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) ▲ 2,254

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) ▲ 2,008

Ⅳ資金増加額（又は減少額）（D=A+B+C） ▲60

Ⅴ資金期首残高(E) 6,115

Ⅵ資金期末残高（F=E+D） 6,054  

           （注 ）記 載 している金 額 は、百 万 円 未 満 の端 数 を切 捨 てて表 示 しております。 
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４．国立大学法人等業務実施コスト計算書（https://www.tottori-u.ac.jp/4156.htm）  
 
                                           （単 位 ：百 万 円 ） 

区　　　　分 金     額

Ⅰ業務費用 10,655

　損益計算書上の費用 40,372

　（控除）自己収入等 ▲ 29,716

（その他の国立大学法人等業務実施コスト）

Ⅱ損益外減価償却相当額 707

Ⅲ損益外利息費用相当額 0

Ⅳ損益外除売却差額相当額 0

Ⅴ引当外賞与増加見積額 74

Ⅵ引当外退職給付増加見積額 160

Ⅶ機会費用 4

Ⅷ(控除)国庫納付額 -

Ⅸ国立大学法人等業務実施コスト 11,602  

           （注 ）記 載 している金 額 は、百 万 円 未 満 の端 数 を切 捨 てて表 示 しております。 
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５．財務情報 
（１）財務諸表に記載された事項の概要 
  ①主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 
  ア．貸借対照表関係 
（資産合計） 
  平成３０年度末現在の資産合計は前年度比１，４４６百万円（１．６％）（以下、特に
断らない限り前年度比・合計）減の８４，２２２百万円となりました。 
 主 な 増 加 要 因 と し て は 、建 設 仮 勘 定 が２２０百万円（２０５．６％）増の３２７百万
円となったことが挙げられます。 

また、主な減少要因としては、減価償却による減少等に伴い、建物が８９１百万円（５．
２％）減の１６，１６１百万円となったことが挙げられます。 
 
（負債合計） 
 平成３０年度末現在の負債合計は２，６１２百万円（１０．７％）減の２１，７５５百万
円となりました。 
 主 な 増 加 要 因 と し て は 、長 期 未 払 金 が ９ ０ 百 万 円 （８．６％）増の１，１２７百万円
となったことが挙げられます。 

また、主な減少要因としては、未払金が９７５百万円（１９．９％）減の３，９０３百
万円となったことが挙げられます。 
 
（純資産合計） 

平成３０年度末現在の純資産合計は１，１６６百万円（１．９％）増の６２，４６６百万
円となりました。 

主な増加要因としては、当期未処分利益が１，７２３百万円発生したことが挙げられま
す。 
 また、主な減少要因としては、損益外減価償却累計額が６６５百万円（５．１％）減の
▲１３，５１５百万円となったことが挙げられます。 
 

イ．損益計算書関係 
（経常費用） 
 平成３０年度の経常費用は１，０９９百万円（２．８％）増の４０，３４１百万円とな
りました。 

主な増加要因としては、診療経費が７１１百万円（５．１％）増の１４，５０４百万円
となったことが挙げられます。 

また、主な減少原因としては、教員人件費が１８７百万円（２．１％）減の８，７０５
百万円となったことが挙げられます。 
 
（経常収益） 
 平成３０年度の経常収益は２，０８６百万円（５．２％）増の４２，０６６百万円とな
りました。 

主な増加要因としては、附属病院収益が、手術件数の増等により、１，４３２百万円（６．
４％）増の２３，４９４百万円になったことが挙げられます。 
 また、主な減少要因としては、受託事業等収益が、３７百万円（１３．０％）減の２４
６百万円となったことが挙げられます。 
 
（当期総損益） 
 上記経常損益の状況及び臨時損失として和解金等３０百万円、臨時利益として資産見返
負債戻入等１９百万円、目的積立金を使用したことによる目的積立金取崩額９百万円を計
上した結果、平成３０年度の当期総損益は９８７百万円（１３４．１％）増の１，７２３
百万円となりました。 
 
  ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 
（業務活動によるキャッシュ・フロー） 
 平成３０年度の業務活動によるキャッシュ・フローは４０５百万円（８．８％）減の４，
２０２百万円となりました。 
 主な増加要因としては、附属病院収入が手術件数の増等により、１，６４４百万円（７．
５％）増の２３，６９４百万円となったことが挙げられます。 

主な減少要因としては、原材料、商品又はサービスの購入による支出が９７５百万円（６．
５％）増の▲１５，９４０百万円となったことが挙げられます。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 平成３０年度の投資活動によるキャッシュ･フローは５５４百万円（３２．６％）減の▲
２，２５４百万円となりました。 

主な減少要因としては、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が４２５百万
円（２０．５％）増の▲２，５０４百万円となったことが挙げられます。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 平成３０年度の財務活動によるキャッシュ･フローは１６０百万円（８．７％）減の▲２，
００８百万円となりました。 

主な増加要因としては､大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出が１７
４百万円（１７．２％）減の▲８３９百万円となったことが挙げられます。 

また、主な減少要因としては、長期借入金による収入が２８８百万円（６３．４％）減
の１６６百万円となったことが挙げられます。 

 
  エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 
（国立大学法人等業務実施コスト） 
 平 成 ３ ０ 年 度 の 国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト は ４ １ 百 万 円 （ ０ ． ３ ％ ） 増 の 
１１，６０２百万円となりました。 

主な増加要因としては、引当外退職給付増加見積額が６７１百万円増の１６０百万円と
なったことが挙げられます。 

主な減少要因としては､業務費用が５６２百万円（５．０％）減の１０，６５５百万円と
なったことが挙げられます。 

 
(表)主要財務データの経年表                             

                                            (単位：百万円) 

区　　分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

資産合計 87,959 87,197 85,477 85,668 84,222

負債合計 28,027 26,190 24,447 24,368 21,755

純資産合計 59,932 61,007 61,030 61,300 62,466

経常費用 37,652 38,096 38,324 39,242 40,341

経常収益 38,733 39,337 39,138 39,979 42,066

当期総損益 1,141 1,431 800 736 1,723

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,329 4,100 4,194 4,608 4,202

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 760 822 ▲ 1,472 ▲ 1,700 ▲ 2,254

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 2,398 ▲ 2,047 ▲ 2,074 ▲ 1,848 ▲ 2,008

資金期末残高 1,531 4,407 5,055 6,115 6,054

国立大学法人等業務実施コスト 12,284 12,192 11,707 11,561 11,602

（内訳）

業務費用 11,729 11,250 10,812 11,217 10,655

 うち損益計算書上の費用 37,664 38,169 38,446 39,318 40,372

 うち自己収入 ▲ 25,934 ▲ 26,919 ▲ 27,634 ▲ 28,100 ▲ 29,716

損益外減価償却等相当額 824 795 797 794 707

損益外減損損失相当額 3 10 43 - -

損益外利息費用相当額 0 0 0 0 0

損益外除売却差額相当額 0 5 0 0 0

引当外賞与増加見積額 30 7 30 37 74

引当外退職給付増加見積額 ▲ 468 119 ▲ 38 ▲ 511 160

機会費用 162 4 61 22 4

（控除）国庫納付額 - - - - -  

 （注）記載している金額は、百万円未満の端数を切捨てて表示しております。 
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  ②セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 
本年度より、「学部・研究科」ごとのセグメント情報を開示していますが、前年度は「学部・研究科」

として開示しているため、「学部・研究科セグメント」として前年度と比較しています。 
  ア．業務損益 
 学部・研究科セグメントの業務損益は４８百万円（前期８７百万円）と、前年度比３８百万円（４４．
３％）減となりました。これは、雑益が１３７百万円（１８．２％）減の６１９百万円となったことが主
な要因です。 

医学部附属病院セグメントの業務損益は１，１６２百万円（前期３０４百万円）と､前年度
比８５８百万円（２８１．８％）増となりました。これは､附属病院収益が１，４３２百万
円（６．５％）増の２３，４９４百万円となったことが主な要因です。 

教育研究支援センターセグメントの業務損益は２１百万円（前期７１百万円）と､前年度
比５０百万円（７０．６％）減となりました。これは、雑益が８２百万円（１５．６％）減の４
４４百万円となったことが主な要因です。 

事務局セグメントの業務損益は４８９百万円（前期２７１百万円）と、前年度比２１８
百万円（８０．５％）増となりました。これは、運営費交付金収益が２９７百万円（２０．
２％）増の１，７７０百万円となったことが主な要因です。 
 
(表)業務損益の経年表                                 (単位：百万円) 

区　　分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

地域学部・持続性社会創生科学研究科地域学専攻 10

 医学部・医学系研究科 27

工学部・工学研究科・持続性社会創生科学研究科工学専攻 12

 農学部・持続性社会創生科学研究科農学専攻 ▲ 3

連合農学研究科 ▲ 3

持続性社会創生科学研究科国際乾燥地科学専攻 4

学部･研究科（計） ▲ 40 ▲ 5 93 87 48

医学部附属病院 1,054 1,209 781 304 1,162

乾燥地研究センター ▲ 0 4 ▲ 0 4 4

教育研究支援センター ▲ 6 18 13 71 21

附属学校 0 0 0 ▲ 2 ▲ 1

事務局 72 13 ▲ 73 271 489

法人共通 - - - - -

合計 1,081 1,240 813 737 1,724  

（注）記載している金額は、百万円未満の端数を切捨てて表示しております。 
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 イ．帰属資産 
   学部・研究科セグメントの総資産は３１，０５９百万円と前年度比４００百万円（１．３％）減となりま
した。これは建物が減価償却の進捗等により前年度比３１２百万円（６．４％）減の４，５４０百万円とな
ったことが主な要因です。 
 医学部附属病院セグメントの総資産は２０，１４３百万円と､前年度比５４５百万円（２．６％）
減となりました。これは建物が減価償却の進捗等により前年度比３９６百万円（５．０％）
減の７，４８４百万円となったことが主な要因です。 
 乾燥地研究センターセグメントの総資産は６，８７１百万円と前年度比７２百万円（１．
０％）減となりました。これは工具器具備品が減価償却の進捗等により前年度比２７百万円
（１９．４％）減の１１３百万円となったことが主な要因です。 
 教育研究支援センターセグメントの総資産は８，４５６百万円と前年度比２６２百万円
（３．０％）減となりました。これは工具器具備品が減価償却の進捗等により前年度比１５
７百万円（１７．０％）減の７６８百万円となったことが主な要因です。 

附属学校セグメントの総資産は５，１８４百万円と､前年度比５３百万円（１．０％）減
となりました。これは建物が減価償却の進捗等により前年度比４１百万円（５．７％）減
の６８８百万円となったことが主な要因です。 

事務局セグメントの総資産は５，３００百万円と、前年度比５１百万円（１．０％）減
となりました。これは建物が減価償却の進捗等により前年度比２６百万円（７．２％）減
の３４２百万円となったことが主な要因です。 

 
(表)帰属資産の経年表                                  (単位：百万円) 

区　　分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

地域学部・持続性社会創生科学研究科地域学専攻 2,296

 医学部・医学系研究科 7,810

工学部・工学研究科・持続性社会創生科学研究科工学専攻 6,687

 農学部・持続性社会創生科学研究科農学専攻 14,256

連合農学研究科 7

持続性社会創生科学研究科国際乾燥地科学専攻 2

学部･研究科（計） 32,564 32,671 31,958 31,460 31,059

医学部附属病院 23,582 23,008 21,622 20,688 20,143

乾燥地研究センター 6,753 6,695 6,878 6,943 6,871

教育研究支援センター 8,520 8,437 8,171 8,718 8,456

附属学校 5,362 5,324 5,281 5,238 5,184

事務局 5,449 5,465 5,339 5,351 5,300

法人共通 5,727 5,593 6,225 7,267 7,206

合計 87,959 87,197 85,477 85,668 84,222

（注）記載している金額は、百万円未満の端数を切捨てて表示しております。 

 
③目的積立金の申請状況及び使用内訳等 
 当期総利益１，７２３百万円のうち､中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の
質の向上に充てるため､１，４５４百万円を目的積立金として申請しています。 

平成３０年度においては、「附属病院における病棟・外来棟（トイレ・浴室）改修事業
（第１工区）」、「附属病院における医療機器等整備事業」に目的積立金を２３４百万円
（費用の発生９百万円、資産の取得２２４百万円）を使用しました。 

 
（２）重要な施設等の整備等の状況 
  ①当事業年度中に完成した主要施設等 

（医病）職員食堂 病児保育施設新営工事（取得原価 １５８百万円） 
（医病）職員食堂 病児保育施設新営機械設備工事（取得原価 ６５百万円） 
（米子）研究支援棟 A 空調設備（ACU-6 他）改修工事（取得原価 ６２百万円） 
（医病）職員食堂 病児保育施設新営電気工事（取得原価 ３４百万円） 
 

②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 
（医病）基幹・環境整備（給水設備等）工事 
（当事業年度増加額９８百万円 総投資見込額２４６百万円） 
（医病）基幹・環境整備（受変電設備更新）工事 
（当事業年度増加額８６百万円 総投資見込額２１６百万円） 
（医病）病棟浴室 その他改修工事 
（当事業年度増加額６８百万円 総投資見込額１１７百万円） 
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（医病）病棟浴室その他改修機械設備工事 
（当事業年度増加額４１百万円 総投資見込額１１３百万円） 
 

  ③当事業年度中に処分した主要施設等 
   該当なし 
 
  ④当事業年度において担保に供した施設等 
  本学敷地（８，５６６百万円） 

建物（１，４３９百万円（取得価格３,３９６百万円、減価償却累計額１，９５６百万円）） 
  被担保債務（４，７７２百万円） 

 

（３）予算及び決算の概要 
 以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示しているものです。 
                                                            （単位：百万円） 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由※

収入 38,019 40,101 37,417 40,135 36,643 40,052 38,868 41,228 39,082 42,078

運営費交付金収入 10,982 11,905 10,749 11,262 10,791 10,843 11,257 10,856 11,241 11,119

補助金等収入 174 1,147 328 858 67 725 152 1,303 85 601

学生納付金収入 3,598 3,552 3,603 3,484 3,477 3,456 3,443 3,417 3,408 3,379

附属病院収入 19,199 19,807 19,336 20,184 19,908 21,700 21,275 22,049 21,523 23,693

その他収入 4,064 3,689 3,401 4,343 2,400 3,328 2,739 3,601 2,822 3,284

支出 38,019 39,490 37,417 39,760 36,643 38,627 38,868 40,640 39,082 40,610

教育研究経費 14,902 15,580 14,613 15,611 14,487 15,015 14,302 15,187 14,492 15,195

診療経費 18,704 18,575 18,588 18,900 18,607 19,059 20,689 20,270 21,317 21,230

一般管理費 - - - - - - - - - -

その他支出 4,412 5,333 4,216 5,245 3,549 4,553 3,876 5,182 3,272 4,184

収入－支出 - 611 - 375 - 1,425 - 587 - 1,467

30年度28年度
区　　分

26年度 27年度 29年度

（注）記載している決算額は、百万円未満の端数を切捨てて表示しております。 

※差額理由は、決算報告書参照。 
 
「Ⅳ 事業に関する説明」 
（１）財源の内訳（財源構造の概略等） 

当法人の経常収益は４２，０６６百万円で､その内訳は､附属病院収益２３，４９４百万
円（５５．９％（対経常収益比、以下同じ。））、運営費交付金収益１０，７９５百万円
（２５．７％）､授業料収益３，１６０百万円（７．５％）､その他４，６１６百万円（１
０．９％）となりました。 

また､附属病院基幹・環境整備に伴う財源として､独立行政法人大学支援・学位授与機構
の施設費貸付事業により長期借入れを行いました（平成３０年度新規借入額１６６百万円、
期末残高４，７７２百万円（既往借入分を含む））。 
 
（２）財務情報及び業務の実績に基づく説明 

ア．地域学部・持続性社会創生科学研究科地域学専攻セグメント 
地域学部・持続性社会創生科学研究科地域学専攻セグメントは、地域学部、大学院持続

性社会創生科学研究科地域学専攻により構成されており、生活の質の向上とその基盤であ
る地域の持続可能な発展を目指して、地域特性と地域の諸課題を的確に捉えて探求するた
めの知識及び思考力並びに課題解決に参画する社会的実践力を有する人材を養成すること
を目的としています。平成３０年度においては、年度計画において定めた教育、研究、社
会との連携や社会貢献及び国際化等に関する目標を達成するため、各種事業を実施しまし
た。 

実施した主な事業については、「人口希薄化地域における地域創生を目指した実践型教
育研究の新展開（戦略３）」という枠組のもと、発達過程に合わせた教育実践のあり方や
効果的な生徒指導の方法、教師養成・研修のあり方等について提言・実施し、地域の教育
課題解決に寄与することを目指す「附属学校・地域と連携した子どもの発達支援と教師の
成長プロセスに関する学際研究・実践プロジェクト」（１２百万円）を実施しました。ま
た、大学における文化芸術推進事業として、理論的学習と現場での学習を通じて、ヒト・
スペース・歴史的遺産の地域資源を顕在化させる人材育成カリキュラム開発を目指す「地
域資源を顕在化させるアートマネジメント人材育成事業」（９百万円）を実施しました。
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これらについて、いずれの事業も計画どおり順調に進捗しています。 
地域学部・持続性社会創生科学研究科地域学専攻セグメントにおける事業の実施財源は、

学生納付金収益５０４百万円（５３．１％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同
じ））､運営費交付金収益３９４百万円（４１．６％）､その他５０百万円（５．３％）と
なりました。また、事業に要した経費は、人件費７３６百万円（７８．４％（当該セグメ
ントにおける業務費用比、以下同じ））､教育経費１２７百万円（１３．６％）、その他７
５百万円（８．０％）となりました。 

 
イ．医学部・医学系研究科セグメント 
医学部・医学系研究科セグメントは、医学部、大学院医学系研究科により構成されてお

り、医学、生命科学及び保健学の専門知識・技術及び最新の理論の教育研究を行い、高度
の知識・技術及び豊かな人間性と高い倫理観を身に付けるとともに、国際社会にも貢献で
きる創造性豊かな人材を養成することを目的としています。平成３０年度においては、年
度計画において定めた教育、研究、社会との連携や社会貢献及び国際化等に関する目標を
達成するため、各種事業を実施しました。 

実施した主な事業については、「医工農連携による異分野研究プロジェクトの推進（戦
略２）」という枠組のもと、医学部・工学部・農学部が有する先端的技術等を活用・融合
させ、再生医療や革新的がん治療法の新技術を開発し、研究環境や臨床治療法を創出する
「再生医療・革新的がん治療法の実現のための新技術開発」（９百万円）を実施しました。
また、大学改革推進等補助金として、重症児の診療に必要な専門的知識と医療技能に習熟
した小児科専門医師の養成を目的とする「課題解決型高度医療人材養成プログラム（重症
児の在宅支援を担う医師等養成）」（９百万円）を実施しました。これらについて、いず
れの事業も計画どおり順調に進捗しています。 

その他、教育環境の整備として、学長裁量経費により教育用設備の整備（３百万円）を
行いました。 

医学部・医学系研究科セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益１，７
３７百万円（５０．７％）､学生納付金収益９５７百万円（２７．９％）､その他７３１百
万円（２１．４％）となりました。また、事業に要した経費は、人件費２，４１２百万円
（７１．０％）､研究経費３２５百万円（９．６％）、その他６６１百万円（１９．４％）
となりました。 

 
ウ．工学部・工学研究科・持続性社会創生科学研究科工学専攻セグメント 
工学部・工学研究科・持続性社会創生科学研究科工学専攻セグメントは、工学部、大学

院持続性社会創生科学研究科工学専攻、大学院工学研究科により構成されており、人類の
福祉と社会の発展に資するため、主として工学の分野における学術研究と教育を行うとと
もに、社会が必要とする技術を開発し、それを駆使しうる人材を養成することを目的とし
ています。平成３０年度においては、年度計画において定めた教育、研究、社会との連携
や社会貢献及び国際化等に関する目標を達成するため、各種事業を実施しました。 

実施した主な事業については、「人口希薄化地域における地域創生を目指した実践型教
育研究の新展開（戦略３）」という枠組のもと、一次産業の高度化を支援する技術を開発
すると共に、中山間地域で持続可能な生業システムの構築を目指す「地域の一次産業基盤
の強化のための未利用生物資源活用技術の確立と農林業管理システムの開発」（１２百万
円）を実施しました。また、戦略的創造研究推進事業として、メタンによる直接メチル化
触媒技術の創出を目的とする研究（５１百万円）を実施しました。これらについて、いず
れの事業も計画どおり順調に進捗しています。 

その他、教育環境の整備として、学長裁量経費により教育用設備の整備（２百万円）を
行いました。 

工学部・工学研究科・持続性社会創生科学研究科工学専攻セグメントにおける事業の実
施財源は、学生納付金収益１，４６６百万円（５５．０％）､運営費交付金収益６６８百万
円（２５．１％）､その他５３３百万円（１９．９％）となりました。また、事業に要した
経費は、人件費１，７４１百万円（６５．６％）､教育経費２８８百万円（１０．９％）、
その他６２５百万円（２３．５％）となりました。 

 
エ．農学部・持続性社会創生科学研究科農学専攻セグメント 
農学部・持続性社会創生科学研究科農学専攻セグメントは、農学部、大学院持続性社会

創生科学研究科農学専攻により構成されており、食料、生命、環境、獣医療等の領域に関
する教育研究を行うとともに、豊かな人間性と国際的な幅広い視野と創造性をもって人類
及び動物の生存と福祉に貢献できる人材を養成することを目的としています。平成３０年
度においては、年度計画において定めた教育、研究、社会との連携や社会貢献及び国際化
等に関する目標を達成するため、各種事業を実施しました。 
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実施した主な事業については、「医工農連携による異分野研究プロジェクトの推進（戦
略２）」という枠組のもと、きのこから有用な生理活性物質を探索して生物農薬や医薬・
試薬を開発し、人間の健康や安全な食料生産への貢献を目指す「健康で安全な社会のため
の菌類きのこ資源の活用推進」（６百万円）を実施しました。また、地球規模課題対応国
際科学技術協力プログラムとして、持続的食糧生産のための乾燥地に適応した露地栽培結
合型アクアポニックスの開発を目的とする研究（６０百万円）を実施しました。これらに
ついて、いずれの事業も計画どおり順調に進捗しています。 

その他、教育環境の整備として、学長裁量経費により教育用設備の整備（１９百万円、
うち業務達成基準適用事業・１４百万円）を行いました。 

農学部・持続性社会創生科学研究科農学専攻セグメントにおける事業の実施財源は、運
営費交付金収益７６２百万円（３７．２％）､学生納付金収益７１２百万円（３４．８％）､
その他５７３百万円（２８．０％）となりました。また、事業に要した経費は、人件費１，
２５６百万円（６１．２％）､教育経費２９０百万円（１４．１％）、その他５０５百万円
（２４．７％）となりました。 

 
オ．連合農学研究科セグメント 
連合農学研究科セグメントは、鳥取大学、島根大学及び山口大学の農学研究科の３修士

課程の連合です。一大学のみでは成し得ない広範かつ専門性の高い教育研究分野を組織し
た農学系の大学院博士課程の教育研究体制を作り、生産環境科学、生命資源科学及び国際
乾燥地科学に関する研究を推進させ、高度の専門的能力と豊かな学識を備えた研究者・技
術者を養成し、我が国の学術研究の進歩と生物関連諸産業の発展に寄与することを目的と
しています。平成３０年度においては、年度計画において定めた教育、研究、社会との連
携や社会貢献及び国際化等の事業を実施しました。 

実施した主な事業については、農林業を取り巻く課題解決に各研究領域から貢献し、グ
ローバルかつローカルに幅広く対応できる研究者・技術者を養成することを目的として、
生物生産科学専攻、生物環境科学専攻、生物資源科学専攻、国際乾燥地科学専攻の４専攻
から生産環境科学専攻、生命資源科学専攻、国際乾燥地科学専攻の３専攻に改組を行いま
した。 

連合農学研究科セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益１７４百万円
（８１．３％）､学生納付金収益３６百万円（１７．２％）､その他３百万円（１．５％）
となりました。また、事業に要した経費は、教育経費１３２百万円（６１．０％）､人件費
５８百万円（２６．８％）、その他２６百万円（１２．２％）となりました。 

 
カ．持続性社会創生科学研究科国際乾燥地科学専攻セグメント 
持続性社会創生科学研究科国際乾燥地科学専攻セグメントは、乾燥地における農業、環

境保全に関する知識・技術を修得し、併せて多様な文化や住民の生活の質に関わる人文・
社会科学の知識を身に付け、地球規模で生じている自然及び人類的課題の解決策をグロー
バルな視点によって導き出し、自然と調和する循環型社会の創生のために国際的に活動で
きる人材を養成することを目的としています。平成３０年度においては、年度計画におい
て定めた教育、研究、社会との連携や社会貢献及び国際化等に関する目標を達成するため、
各種事業を実施しました。 

実施した主な事業については、専門科目において、乾燥地の現場を体験する「海外実践
演習」を今年度から開設し、国際乾燥地農業研究センター（ICARDA・本部はレバノン）と
の連携により、モロッコ・ラバットにある北アフリカ研究プラットホームにおいて演習を
実施しました。また、完全英語により乾燥地科学教育を行う「特別コース」では、世界第
一線級の教員による「トップサイエンティストレクチャ(Ⅰ～Ⅳ)」、研究者としての英語
力向上を図る「サイエンティフィック・ライティング(基礎・応用)」等、外国人教員が担
当する特徴ある実践的授業科目を開講しました。これらについて、いずれの事業も計画ど
おり順調に進捗しています。 

持続性社会創生科学研究科国際乾燥地科学専攻セグメントにおける事業の実施財源は、
学生納付金収益２２百万円（１００．０％）となりました。また、事業に要した経費は、
教育経費９百万円（５２．２％）､人件費８百万円（４７．８％）となりました。 

  



-15- 

キ．医学部附属病院セグメント 
 

１．附属病院のミッション、基本理念・基本方針等 

 

県内唯一の医育機関及び特定機能病院としての取組や都道府県がん診療連携拠点

病院、救命救急センター、総合周産期母子医療センター、第二種感染症指定医療機関

等としての取組を通じて、鳥取県における地域医療の中核的役割を担う。 

 

低侵襲ロボット手術や人工染色体・幹細胞操作技術等に関する技術等を始めとする

研究の実績を活かし、先端的で特色ある研究を推進し、新たな医療技術の開発を目指

すとともに、次代を担う人材を育成する。特に、臨床研究者及び生命科学・基礎医学

研究者の養成を積極的に推進し、臨床や産業界との橋渡しができる人材を育成する。 

 

  【基本理念】 

 

   健康の喜びの共有 

 

私 た ち は 医 療 の 実 践 、 医 学 の 教 育 ・ 研 究 を 推 進 し 、 地 域 の 人 々 と 健 康

の 喜 び を 共 有 し ま す 。  

 

  【基本方針】 

   【医療】私たちは、専門性の高いスタッフによる高度な医療を提供します。 

【教育】私たちは、人間性豊かなすぐれた医療人を育成します。 

【研究】私たちは、研究を推進し医療の発展に寄与します。 

【地域・社会貢献】私たちは、地域医療の先頭に立ち、社会に貢献します。 

【国際化】私たちは、国際交流を推進し、次世代医療を世界に発信します。 

 

 

２．附属病院の中期計画等 

 

附属病院に関する目標 
◆附属病院の理念「健康の喜びの共有」と基本方針（医療、教育、研究、地域・ 

社会貢献、国際化）に基づき、医師、臨床研究者等の優れた医療人を育成すると 
ともに、質の高い臨床研究を推進する。 

◆鳥取県における地域医療の中核的役割を担うため、質の高い医療を提供すると 
ともに、医育機関及び特定機能病院としての機能を充実する。 

◆附属病院の第２期中期目標マスタープランに掲げた「働きやすさ・人づくり・ 
経営トップクラスの大学病院」を継承し、患者中心の安全・安心で、効率的な病 
院運営を実践する。 

 
附属病院は、上記の目標を実現するため以下の計画を定めている。 

 

 ①高度な医療技術と医療知識、高い倫理観と豊かな人間性を備える医療者の育成を目指

し、地域で求められる医師像も念頭に置いて、卒前から卒後を連結した教育を実践す

る。 

 ②質の高い臨床研究を推進するため、本院の特徴である次世代高度医療推進センターを

中心として、研究者倫理を遵守し、医工連携を通した人材育成を進めるほか、新たな

医薬品及び新しい医療機器開発を５件以上実施する。 

 ③低侵襲外科センターを中心として、ロボット手術等の先進的医療を推進するとともに、

若手医療者の技術・倫理教育を強化する等の安全性を高める取組を行う。 

 ④鳥取県内の地域医療を充実させるため、重症児の在宅支援を担う医師等養成事業、在

宅医療推進のための看護師育成支援事業等による医療者のキャリア形成支援を行う。 

 ⑤医療機関の役割分担を明確化し、地域との医療連携を推進するため、医療情報の共有
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化を拡充するとともに積極的な人事交流を行う。 

 ⑥医療者が働きやすく、ワークライフバランスの向上に資する新たな制度により処遇改

善を行い、看護師の離職率が７％以下を維持できるよう職場環境を整備する。  

⑦透明性の高い医療安全の意識を更に高めるため、医療安全教育の充実、インシデント

検証の強化等を行う。 

⑧円滑な病院運営を行うために、病院長のリーダーシップの下、人材の配置、資金の重

点配分、施設設備を効率的に配置及び活用する。 

また、設備マスタープランに基づき、病院施設の充実を進める。 

 

３．平成３０年度の取り組み等 
 

（１）平成３０年度の主な取り組み 

 

   ・地域における安定的な医療提供のための取り組み 

    地域包括ケアシステムの構築推進と医療資源の有効活用の第一歩として、１２月

に本院を含む米子市内の４急性期病院で「地域病院機能連携協定」を締結しました。

この病病連携により、四病院が相互に緊密な連携・協力を図り、各々が有する病院

機能を効果的に発揮し、患者へより迅速且つ的確な医療を提供するとともに、鳥取

県西部圏域における質の高い安定的な医療環境の確保を目指して協議をすすめな

がら体制を整備していきます。今後は他の医療機関や介護施設との連携を拡大し、

本院が大学病院としての役割を充分に果たし、安定的な医療の提供体制強化に貢献

することを目指します。 

     

・先進的医療の推進 

  低侵襲外科センターが中心となって実施してきたロボット手術をさらに推進する

ため、１月に手術支援ロボット１台体制から最新世代機２台体制に移行しました。

新型機種の導入により手術の精度・操作性が高まり、より高度で安心・安全な先進

医療の提供体制を整備することができています。また、ロボット手術における新規

領域での実施や新規術式の導入を高難度新規医療技術担当部門及び低侵襲外科セ

ンター運営委員会等で審議・検討を進めており、先進医療の実施をさらに推進して

います。 

 

・職場環境の整備 

  働きながらの育児サポートを充実させるために、院内保育所に併設されていた病

児保育施設の受入人数、対象者を拡大した病児保育施設「とりっこハウス」を新設

し、８月から運用を開始しました。併せて同施設２階部分に、医療者が働きやすい

環境整備及び福利厚生のための職員専用の食堂を整備し、同時期に運用を開始して

います。 

また、医療従事者の働き方改革を進めるため、６月に「働き方改革検討ワーキン

ググループ」を設置し、医師の労働時間短縮に向けた方策として、多職種へのタス

ク・シフティング（業務の移管）などについて検討を行っており、診察のサポート

をするスタッフの増員が決定しています。 

 

・附属病院における研究体制の充実 

    平成３０年４月施行された臨床研究法に対する業務体制の整備として、厚生労働

大臣の認定を受けた臨床研究審査委員会を設置して特定臨床研究の実施に係る審

査を行うとともに、各診療科等に臨床研究の実施運用を支援するための研究管理担

当者・補助者を置き管理体制を強化しました。さらに新規医療研究推進センター臨

床研究支援部門の臨床研究コーディネーターを１名増員し、治験・臨床研究の推進、

支援体制のさらなる強化を行いました。 
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・患者サービス向上に向けた取り組み 

    患者中心の安全・安心で効率的な病院運営を実践するため、様々な取り組みを行

っております。 

①病院モニター制度の導入 

病院運営に関する様々な意見・要望を広く徴取し病院運営に反映させること

で、地域から信頼されるよりよい病院の実現を目指すため、病院モニター制度を

導入しました。病院事業や地域医療に関心を持つ鳥取県西部・島根県東部の住民

の方から病院モニターを募り、１２月に第１回の「病院モニター会議」を開催し、

そこで得られた意見内容等について、今後の病院運営への反映を検討していきま

す。 

②外来患者待ち時間対策 

外来待ち時間対策ワーキングを設置し、外来での長い待ち時間を解消するため

方策を検討し、平成３０年度は以下の取り組みを実施しました。 

・検査説明ブースの外来ホールへの設置 

患者数の特に多い診療科のＣＴやＭＲＩ、上部消化管内視鏡検査等の検査

説明を当該診療科で行わず、外来ホールに検査説明ブースを設け、常駐する

看護師・薬剤師が説明することで診療時間の短縮を図りました。 

    ③手話通訳の体制整備 

聴覚に障害のある方の受診・入院におけるコミュニケーションをサポートし、

患者の不安や負担軽減を図るため、１月に手話通訳士を配置しました。 

④患者用駐車場の増設 

 外来患者の多い時間帯は患者用駐車場が満車となり、駐車待ちの渋滞が発生し

ています。駐車可能台数を増設しスムーズに診察できるようにするため、第二駐

車場への立体駐車場建設工事を着工しました。 

 

４．「附属病院セグメント」及び「附属病院収支の状況」について 
 

（１）病院セグメントにおける事業の実施財源は、附属病院収益２ ３ ，４ ９ ４ 百 万 円

（８８.５％）､運営費交付金収益１，９４５百万円（７．３％）､その他１，１１

０百万円（４．２％）となっています。一方、事業に要した経費は、診療経費１４，

５０４百万円（５７.１％）､人件費９，９３１百万円（３９.１％）､その他９５１

百万円（３.８％）となり、差引１，１６２百万円の発生利益となっていますが、

国立大学法人の会計基準に基づいて算出した利益であるため、一般企業や民間病院

の利益と同様に捉えることはできません。 

 

 （２）病院セグメントの情報は以上のとおりですが、これを更に、附属病院の期末資       

金の状況が分かるよう調整（病院セグメント情報から、非資金取引情報（減価償却      

費、資産見返負債戻入など）を控除し、資金取引情報（固定資産の取得に伴う支出、      

借入金の収入、借入金返済の支出、リース債務返済の支出など）を加算して調整）      

すると、下表「附属病院セグメントにおける収支状況」のとおり、外部資金を含め

た収支合計は前年度比７０２百万円増の、４２３百万円となりました。 
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  附属病院セグメントにおける収支状況 
  (平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日) 
                                                                  （単位：百万円） 

区       分  金     額  

Ⅰ業務活動による収支の状況(A) 3,257
  人件費支出 

  その他の業務活動による支出 

  運営費交付金収入 

    附属病院運営費交付金 

    基幹運営費交付金(基幹経費) 

    特殊要因運営費交付金 

    基幹運営費交付金(機能強化経費) 

  附属病院収入 

  補助金等収入 

  その他の活動による収入 

▲9,930
▲ 12,922

2 , 1 4 7
-

1 , 6 2 5
2 1 9
3 0 1

23,494
386
83

Ⅱ投資活動による収支の状況(B) ▲ 993
  診療機器等の取得による支出 

  病棟等の取得による支出 

  無形固定資産の取得による支出 

有形固定資産及び無形固定資産売却による収入 

  施設費による収入 

  その他投資活動による支出 

  その他投資活動による収入 

  利息及び配当金の受取額 

▲443
▲558

▲ 9
18
-
-
-
-

Ⅲ財務活動による収支の状況(C) ▲ 1,846
  借入れによる収入 

  借入金の返済による支出 

  大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 

 借入利息等の支払額 

リース債務の返済による支出 

  その他財務活動による支出 

  その他財務活動による収入 

  利息の支払額 

166
▲ 402
▲ 839

-
▲ 689

-
-

▲ 82

Ⅳ収支合計(D=A+B+C) 417

Ⅴ外部資金を財源として行う活動による収支の状況(E) 6
  受託研究及び受託事業等の実施による支出 

  寄附金を財源とした活動による支出 

  受託研究及び受託事業等の実施による収入 

  寄附金収入 

▲205
▲46
208
49

Ⅵ収支合計(F=D+E) 423
 

（注）記載している金額は、百万円未満の端数を切捨てて表示しております。 

 

 Ⅰ  業務活動による収支の状況 

   業務活動においては、病院収入が１，４３３百万円増加していますが、働きやすい

環境づくりのための人員増、高額注射薬等の使用増、施設改修に伴う修繕費等により、

支出も１，００２百万円増えているため、収支残高は対前年度５８４百万円増の３，

２５７百万円となっております。 

 

 Ⅱ 投資活動による収支の状況 

      投資活動においては、収支残高は▲９９３百万円で、前年度より２７０百万円増と

なっていますが、診療機器や建物等への投資が少なかったことを意味しています。平

成３０年度の主な投資活動は、院内保育病児保育施設と職員専用の食堂の新設、手術

支援ロボットの更新及び増設がありました。 

 

 Ⅲ 財務活動による収支の状況 

      附属病院では、大学改革支援・学位授与機構からの借入金等により施設・設備の整      
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備を行っています。その償還にあたっては附属病院収入を先充当することとされてお

り、平成３０年度の償還額は１，２４１百万円でした。また、病院情報システムや手

術支援ロボットなど高度な医療を提供するための医療環境整備にリースも活用し、平

成３０年度の支出額は６８９百万円となっており、これらの債務返済に多額の資金を

割いております。 

 

 Ⅴ外部資金を財源として行う活動による収支の状況 

外部資金を財源として行う活動の収支残高は前年度から３百万円減の６百万円と

なっていますが、受入金額は５５百万円の増となっております。 

  
 Ⅵ収支合計 
   以上により、附属病院セグメントにおける収支合計は４２３百万円の黒字となりま

した。 
 
５.総括（－「附属病院セグメントにおける収支状況」を踏まえた財務上の課題等－） 
 

   平成３０年度の病院の収支合計は昨年度の▲２７９百万円赤字から７０２百万円収支

改善し、４２３百万円の黒字となりましたが、次年度以降においても、病棟・外来の大

規模改修の実施や更新時期を迎える大型放射線機器や病院情報システムなどがあるた

め、計画通り整備できるよう、中長期的な予算の確保が必要になります。さらに１０月

に予定されている消費税率の引き上げや医療従事者の働き方改革に関連する人件費の増

など、支出増の要因が多数あるので、収入増の取り組みだけでなく、経費節減に努め、

施設設備整備の財源を継続的に確保することが財務上の課題です。 

 
 

ク．乾燥地研究センターセグメント 
乾燥地研究センターセグメントは、乾燥地の砂漠化対処及び開発利用に関する我が国 

唯一の研究機関として、平成２１年度に共同利用･共同研究拠点に認定され､乾燥地におけ
る砂漠化防止及び開発利用に関する基礎的研究を行い､この分野に従事する国立大学法人
教員等の利用に供することを目的としています。平成３０年度においては、年度計画にお
いて定めた国際的存在感を持つ研究拠点として国際共同研究等の積極的な推進、共同利用･
共同研究拠点としての機能を適切に果たすため､各種事業を実施しました。 

実施した主な事業については､「乾燥地科学分野における国際的研究教育拠点の強化（戦
略１）」という枠組のもと、世界の未利用乾燥地における安定的作物栽培を可能にする「植
物＋栽培技術パッケージ」の開発を目的とした「乾燥地植物資源を活用した天水栽培限界
地における作物生産技術の開発－世界の耕作限界地における持続的開発を目指して－」（３
５百万円）、共通政策課題分のうち共同利用・共同研究拠点の強化（認定に伴う経費）と
して「乾燥地における持続可能な発展に向けた国際的総合研究」（１９百万円）、共同利
用・共同研究拠点の強化（プロジェクト分）として「砂漠化地域における地球温暖化への
対応に関する研究」（１１百万円）を実施しました。また、地球規模課題対応国際科学技
術協力プログラムとして、砂漠化対処に向けた次世代型「持続可能な土地管理（ＳＬＭ）
フレームワークの開発を目的とする研究（５９百万円）を実施しました。これらについて、
いずれの事業も計画どおり順調に進捗しています。 

乾燥地研究センターセグメントにおける事業の実施財源は､運営費交付金収益４０８百
万円（７０．３％）､雑益９１百万円（１５．８％）､その他８０百万円（１３．９％）と
なりました。また、事業に要した経費は、人件費２８５百万円（４９．５％）、研究経費
２１５百万円（３７．４％）､その他７５百万円（１３．１％）となりました。 
 

ケ．教育研究支援センターセグメント 

教育研究支援センターセグメントは、学内共同教育研究施設等（総合メディア基盤セン
ター、染色体工学研究センターほか）、附属図書館、学生部、国際乾燥地研究教育機構、
教育支援・国際交流推進機構、研究推進機構、地域価値創造研究教育機構により構成され
ており、大学の教育研究等の質の向上を目的としています。平成３０年度においては、年
度計画において定めた大学における教育の質の改善・向上、学際的な研究環境の整備、地
域における課題の抽出、その解決策や解決支援手法の開発等について、各種事業を実施し
ました。 

実施した主な事業については、「乾燥地科学分野における国際的研究教育拠点の強化（戦
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略１）」という枠組のもと、世界トップクラスの海外大学等から研究者を招へいし、学内
の研究者と共に国際共同研究・超学際研究の推進を目指す「乾燥地に関する研究の全学的
展開とそれを活用した教育組織改革プロジェクト」（２８７百万円）、乾燥地等をフィー
ルドとした実践教育プログラムの世界展開、学生の国際通用性向上のための支援充実を図
るとともにグローバル教育開発の調査・調査研究機能の強化を図る「乾燥地問題に貢献で
きるグローバル人材育成のための教育体系の充実」（５６百万円）、「医工農連携による
異分野研究プロジェクトの推進」（戦略２）という枠組のもと、医工農連携による機器等
開発プロジェクトの推進により研究者や企業の集う産業の拠点を形成し、地域に貢献する
ことを目的とした「医工農連携による医療機器等開発プロジェクト」（６百万円）、染色
体工学技術と獣医外科学分野との融合により鳥取大学発の新技術の有効性や安全性を検証
しヒト治験研究応用への基盤を構築する「染色体工学技術等鳥取大学発治療用新技術の人
獣医療応用への実現化に向けた取組」（６百万円）、「人口希薄化地域における地域創生
を目指した実践型教育研究の新展開（戦略３）」という枠組のもと、研究教育成果の社会
実装・産業活用を促進するとともに、地域づくりに関する地域参加型・実践型の研究教育
活動を着実に推進する「山陰の地域課題研究を通じた人口希薄化社会の新たな価値発見・
創造のための教育研究プログラム」（６４百万円）、入学者選抜の実施体制を強化し、多
面的・総合的に評価する選抜入試を全学的に実施することを目指した「大学理念「知と実
践の融合」による地域価値創造人材育成「鳥取大学～君も飛べるんです～プロジェクト」 
―高大接続と多種多様で輝く人材確保のための入試改革―」（３０百万円）、共通政策課
題分のうち設備サポートセンター分として研究設備及び技術の共有の推進を図ることを目
的とする「設備サポートセンター整備」（１６百万円）を実施しました。 

大学改革推進等補助金として、「こと始め、こと起こしのできる人材づくり」、「学生
と社会の関わりづくり」、「県内における創造的な仕事づくり」を目的とする「地（知）
の拠点大学による地方創生推進事業（学生と社会の相互交流による人材育成・地元定着促
進プログラム）」（２８百万円）、医療研究開発推進事業費補助金として、染色体工学を
用いた薬物動態モデルの作成・改良（高度化）とそれを利用する大学および企業へのサポ
ート（支援）により医療や産業へのグローバルレベルでの発展に寄与することを目的とす
る「創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事業（人工染色体技術を用いたヒト化マウス/
ラットおよび多機能細胞による創薬支援）」（１０百万円）を実施するなど､いずれの事業
も計画どおり順調に進捗しています。 

産官学連携推進については、研究力の一層の向上を図ると共に、研究成果を社会に還元
するため、生命機能研究支援センター及び産学連携推進機構を統合して、平成３０年４月
に「研究推進機構」を設置しました。また機構内に「研究戦略室」を設置するとともに、
統括 URA 教授及び医療系 URA 准教授を配置しました。 

その他、教育研究環境の整備として、学長裁量経費により教育用設備の整備（１百万円）、
研究用設備の整備（２４百万円）および教育研究支援用設備の整備（業務達成基準適用事
業・９２百万円）を行いました。 

教育研究支援センターセグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益２，１
３８百万円（７７．４％）､雑益４４４百万円（１６．１％）､その他１８０百万円（６．
５％）となりました。また、事業に要した経費は､人件費１，３７４百万円（５０．１％）､
教育研究支援経費５４０百万円（１９．７％）、その他８２８百万円（３０．２％）とな
りました。 
   

コ．附属学校セグメント 
附 属 学 校 セ グ メ ン ト は 、 附 属 幼 稚 園 、 附 属 小 学 校 、 附 属 中 学 校 、 附 属 特 別 支 援 学

校 に よ り 構 成 さ れ て お り 、 自 信 と 自 省 の 態 度 を 備 え た 個 性 豊 か な 幼 児 ･児 童 ･生 徒 の
育 成 を 目 的 と し て い ま す 。平成３０年度に お い て は 、年 度 計 画 に お い て 定 め た 大 学 の
資 源 を 活 用 し た キ ャ リ ア 教 育 な ど 知 へ の 探 求 心 を 培 う 教 育 、 生 徒 指 導 ・ 教 科 指 導 に
お け る 発 達 支 援 的 ア プ ロ ー チ の 有 効 性 検 証 等 の 事 業 を 実施しました。 

実施した主な事 業 に つ い て は 、ジ ュ ニ ア ド ク タ ー 育 成 塾 と し て 、環 境 問 題 の 解 決 に
向 け て 新 た な 知 識 や ア イ デ ィ ア を 創 造 的 に 思 考 ・ 解 決 す る 能 力 を 持 っ た 人 材 を 育 成
す る こ と を 目 的 と す る プ ロ グ ラ ム （ ９ 百 万 円 ） を 実 施 し ま し た 。  

附属学校セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益７９３百万円（９２．
４％）､雑益３６百万円（４．２％）、その他２８百万円（３．４％）となりました。また、
事業に要した経費は､人件費７３１百万円（８５．０％）､教育経費１１３百万円（１３．
２％）､その他１５百万円（１．８％）となりました。 
 

サ．事務局セグメント 
事務局セグメントは、効率的・機動的な大学運営を可能とするとともに教員が教育・研

究に専念できるような運営体制の整備を目的としています。平成３０年度においては、年
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度計画において定めた全学的な業務運営の改善、財務内容の改善（自己収入の増額、経費
の抑制）、自己点検・評価、施設設備の整備・活用等の事業を行いました。 

また、全学的な業務運営の改善については、教員の人事を一元的に管理し、各部局への
配置を柔軟に行うことにより高度で持続可能な教育研究を推進するため、平成３０年４月
に教育組織と教員組織を分離し、教員組織として新たに学長を院長とする「学術研究院」
を設置しました。これにより部局間のポストの融通性を高め、研究戦略や教育戦略を全学
的な視点で検討すると共に、学長のガバナンス強化に対応した全学的な意思形成システム
の構築に取り組みました。また教育組織と教員組織の分離への対応及び事務の効率化等を
行うため、平成２９年に設置した「鳥取大学事務組織改編ワーキンググループ」を中心に
検討を行いました。その結果、平成３０年８月から、生活支援課と就職支援課を統合して
学生生活課を設置すること、鳥取地区で事務を所掌していた米子地区所在の組織に係る事
務体制を見直し、医学部事務部を米子地区事務部に名称変更することとしました。 

自己点検・評価については、平成３３年度に受審予定の大学機関別認証評価に向けて、
大学改革支援・学位授与機構主催の「大学機関別認証評価に関する説明会及び研修会」「平
成３１年度に実施する大学機関別認証評価に関する説明会」に参加しました。また、大学
機関別認証評価と法人評価を効率良く行えるよう、自己点検・評価の実施時期及び評価項
目の決定、自己評価シートの作成（認証評価のみ）、業務フローの作成、役割分担等を行
いました。 

施設設備の整備・活用等の事業については、「鳥取大学キャンパスマスタープラン２０
１６」「インフラ設備の整備計画書」「鳥取大学中長期修繕計画」に基づき、老朽インフ
ラの計画的な更新及び基盤設備の長寿命化（附属幼稚園園舎外壁改修工事 外３件）、ユ
ニバーサルデザインに配慮したバリアフリー改修等の施設整備（農学部動物医療センター
バリアフリー対策工事 外８件）を実施しました。 

また、平成２７年度に作成した施設の有効活用調査の年次計画に基づき、共通教育棟、
大学会館及び総合メディア基盤センターの有効活用調査を行い、稼働率の低い部屋、使用
目的に相違がある部屋などの調査報告を取りまとめ、スペースマネジメントの改善要請を
行いました。昨年度の改善要請に対し、残置機器の撤去等の改善を行った結果、今年度ま
でに施設の有効活用調査は全建物面積の９２％を完了しました。 

事 務 局 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、 運 営 費 交 付 金 収 益 １ ， ７ ７ ０ 百 万 円 
（８９．４％）､雑益１５１百万円（７．６％）､その他５９百万円（３．０％）となりま
した。また、事業に要した経費は､人件費１，１１５百万円（７４．８％）､一般管理費３
３２百万円（２２．３％）､その他４３百万円（２．９％）となりました。 
 
（３）課題と対処方針等 

当法人では、財務内容の改善に関する目標を達成するために、経費の節減に努めるとと

もに、寄附金等外部資金の獲得に努めました。 

経費の節減については、電気の供給契約において電力自由化により鳥取地区・米子地区

ともに一般競争を実施しました。その結果、従来の契約先であった中国電力以外の業者が

落札したことにより、鳥取地区は平成３０年度から３年間、米子地区は平成３０年度から

５年間の複数年契約をそれぞれ締結し、電気料金の削減（６８百万円：鳥取地区３７百万

円、米子地区３１百万円）を行いました。 

外部資金の獲得について、平成２８年８月に策定した「寄附金獲得に向けた戦略」に基

づき、多様な寄附方法の導入等寄附環境の整備として、平成３０年５月から「鳥取大学古

本募金」を開始しました。 

また研究推進機構を中心に、継続的に、競争的資金等の公募情報の収集、外部資金獲得

につながる研究成果の広報活動等の推進や説明会の実施、知的財産の活用等により、積極

的に外部資金の獲得を図ることとしています。 

また、科研費獲得をより強化する目的で、ブラッシュアップを支援した教員への研究費

配分や、前年度まで科研費を継続していた教員が上位または同位の研究種目に申請し、不

採択となった場合に研究費配分するなど、「科研費獲得支援経費」を措置しました。さら

に、「科研費公募説明会」を実施するとともに全教職員に動画配信を行い、その意識を高

めるよう図りました。 

医学部附属病院の収入については、病床の効率的且つ弾力的な運用による高い病床稼働

率の維持や手術枠の見直しによる手術件数の増等により２３，４９４百万円（対前年度比

１，４３２百万円増）の収入を得ました。今後も安定した病院収入を確保するためにも、

地域の医療機関との連携を強化し、大学病院としての機能と役割を充分に果たせるように
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いたします。支出については、消費税率の引き上げや医療従事者の働き方改革などによっ

て支出増が見込まれるため、安定した病院経営を目指し、今まで取り組んできた、後発医

薬品への切り替えや契約の見直しなどをさらに推進し経費節減を図ります。 

 

「Ⅴ その他事業に関する事項」 
 
１．予算、収支計画及び資金計画 
 （１）予算 
    決算報告書参照（https://www.tottori-u.ac.jp/4156.htm）  
 （２）収支計画 
    年 度 計 画 （ https://www.tottori-u.ac.jp/2793.htm） 及 び 財 務 諸 表 （ 損 益 計 算 書 ）

（https://www.tottori-u.ac.jp/4156.htm）参照 
 （３）資金計画 
    年度計画（https://www.tottori-u.ac.jp/2793.htm）及び財務諸表（キャッシュ・フ

ロー計算書）（https://www.tottori-u.ac.jp/4156.htm）参照 
 
２．短期借入れの概要 
    短期借入金の限度額 ２６億円 
    平成３０年度の短期借入金はありません。 

  



-23- 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 
 (1)運営費交付金債務の増減額の明細 

 （単位：百万円） 

運営費交付
金収益

資産見返
運営費交

付金

資本
剰余金

小　計

平成29年度 327 - 22 305 - 327 -

平成30年度 - 11,119 10,772 203 - 10,976 143

交付年度 期首残高
交付金当
期交付金

当期振替額

期末残高

 

（注）記載している金額は、百万円未満の端数を切捨てて表示しております。 

 

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細 
   ①平成２９年度交付分 

（単位：百万円） 

金　額 内　　　訳

運営費交付金

収益
22

① 業務達成基準を採用した事業等：文部科学省が指定する機能
 強化経費のうち機能強化推進分等に充当される運営費交付金及

び学長が業務達成基準の適用を承認した事業

資産見返運営

費交付金
305

資本剰余金 -

計
327 ③ 運営費交付金収益化額の積算根拠

③業務達成基準を採用している事業等については、それぞれの事
業等の成果の達成度合い等を勘案し327百万円を収益化、または

資産見返運営費交付金に振替。

運営費交付金

収益
0 ① 費用進行基準を採用した事業等：退職一時金等の特殊要因経

費に充当される運営費交付金

資産見返運営
費交付金

-
② 当該業務に関する損益等
　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：0

  （教育経費：0）

資本剰余金 -

計 0

国立大学法人
会計基準第78

第3項による振
替額

- 該当なし

合計 327

費用進行基準

による振替額

区　　分

業務達成基準
による振替額

② 当該業務に関する損益等

　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：22
  （一般管理費：19、教育研究支援経費：2、その他：0）
　ｲ)固定資産の取得額：305

  （建物：181、工具器具備品：114、その他：8）

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠

③業務進行に伴い支出した運営費交付金債務0百万円を収益化。
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  ②平成３０年度交付分 
 

（単位：百万円） 

金　額 内　　　訳

運営費交付金収

益
784 ① 業務達成基準を採用した事業等：文部科学省が指定する機能

　強化経費のうち機能強化推進分等に充当される運営費交付金

　及び学長が業務達成基準の適用を承認した事業

資産見返運営費

交付金
17

資本剰余金 -

計 801

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠

③業務達成基準を採用している事業等については、それぞれの事業等

の成果の達成度合い等を勘案し801百万円を収益化、または資産見返

運営費交付金に振替。

運営費交付金収

益
9,022 ① 期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用進

　行基準を採用した業務以外の全ての業務

資産見返運営費

交付金
181

資本剰余金 -

計 9,203

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠

③期間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化、または資産

見返運営費交付金に振替。

運営費交付金収

益
965 ① 費用進行基準を採用した事業等：退職一時金等の特殊要因

　経費に充当される運営費交付金

資産見返運営費

交付金
4

資本剰余金 -

計 970

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠

③業務進行に伴い支出した運営費交付金債務970百万円を収益

 化、または資産見返運営費交付金に振替。

国立大学法人会

計基準第78第3

項による振替額 - 該当なし

合計 10,976

費用進行基準に

よる振替額

区　　分

業務達成基準に

よる振替額

期間進行基準に

よる振替額

② 当該業務に関する損益等

　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：784

  （教員人件費：290、研究経費：184、職員人件費：133、その他：175）

　ｲ)固定資産の取得額：17

  （工具器具備品：16、図書：0）

② 当該業務に関する損益等

　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：9,022

  （教員人件費：4,200、職員人件費：3,321、その他：1,500）

　ｲ)固定資産の取得額：181

  （建物：71、工具器具備品：46、その他：63）

② 当該業務に関する損益等

　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：965

  （教員人件費：436、職員人件費：293、その他：236）

　ｲ)固定資産の取得額：4

  （工具器具備品：4）

 

 
 (3)運営費交付金債務残高の明細 
  （単位：百万円） 

交付年度 残高の発生及び収益化等の計画
業務達成基準を採
用した業務に係る分

81 学長が業務達成基準の適用を承認した事業　81百万円
　情報セキュリティ対策の強化事業　81百万円
・翌事業年度において計画どおりに事業を達成する見込であり、当該
債務は、翌事業年度で収益化する予定である。

期間進行基準を採
用した業務に係る分

- 該当なし

費用進行基準を採
用した業務に係る分

61 退職手当　47百万円
年俸制導入促進費　14百万円
・退職手当及び年俸制導入促進費の執行残であり、翌事業年度以降
に使用する予定である。

計 143

運営費交付金債務残高

平成30年度

 



生 産 環 境 科 学 専 攻

生 命 資 源 科 学 専 攻

国 際 乾 燥 地 科 学 専 攻

社 会 基 盤 工 学 専 攻

（博士課程）

財 務 部 財 務 課 経 理 課 契 約 課
生 命 科 学 専 攻

臨 床 心 理 学 専 攻
図 書 館 情 報 課

入 試 課 国 際 交 流 課

国際乾燥地研究教育機構事務室

農 学 系 部 門

機 能 再 生 医 科 学 専 攻

保 健 学 専 攻

企 画 環 境 課

組織図（平成30年度） 別　紙・・・変更部分（Ｈ29→Ｈ30）

学 長 室 地 域 学 専 攻

教 育 支 援 部 門

医 学 系 部 門

工 学 系 部 門

大 学 評 価 室 工 学 専 攻

（博士前期課程）
男女共同参画推進室 農 学 専 攻

持続性社会創生科学研究科

理事(教育担当、国際交
流担当)
・副学長

（博士課程）

監　　　事
グローバル人材育成推進室 国 際 乾 燥 地 科 学 専 攻

監 査 室

鳥 取 大 学 長 臨 床 心 理 相 談 セ ン タ ー
大 学 院

地 域 学 系 部 門

施 設 課

学 生 部 教 育 支 援 課 学 生 生 活 課

医 学 専 攻
医 学 系 研 究 科総 務 企 画 部 総 務 企 画 課 人 事 課 情 報 企 画 推 進 課

理事 (企画・評価担
当、広報担当)
・副学長 （ 修 士 課 程 ）

研 究 推 進 部

学 術 研 究 院

施 設 環 境 部

研 究 推 進 課

乾燥地研究部門

理事(研究担当、環境担
当)
・副学長

事 務 局 （博士前･後期課程）

附属図書館

理事 (総務担当、財務
担当、施設担当)
・副学長

機 械 宇 宙 工 学 専 攻
技 術 部 工学・情報系部門 農 学 系 部 門 医 学 系 部 門

副学長
(国際交流推進担当)

情 報 エ レ ク ト ロ ニ ク ス 専 攻
理事（地域連携担当、
内部統制担当)
・副学長

工学研究科 （博士後期課程）
化学・生物応用工学専攻

附 属 芸 術 文 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 附属子どもの発達・学習研究センター

副学長
(入試担当)

事 務 部

附 属 小 学 校

地 域 学 部 地 域 学 科

図書館情報課
副学長
(附属図書館担当、IT担
当)

附 属 病 院 総 務 課

附属学校部
医 学 科 経 営 企 画 課

学 部

医 学 部 生 命 科 学 科 経理 ・調 達課 附 属 幼 稚 園

学長特別補佐
（IR担当）

乾 燥 地 研 究 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

副学長
（医療担当）

保 健 学 科 施 設 環 境 課

入 試 課
電 気 情 報 系 学 科

入 学 セ ン タ ー

副学長
（周年事業担当、学生
支援・学友会担当）

医 事 課 附属特別支援学校
も の づ く り 教 育 実 践 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

学長特別補佐
（大学改革担当）

共同利用・共同研究拠点
附属クロス情報科学研究センター

附属グリーン・サスティナブル・ケミストリー研究センター

附属地域安全工学センター

教 育 支 援 課

社会システム土木系学科
教育支援・国際交流推進機構 学 生 支 援 セ ン タ ー 学 生 生 活 課

機 械 物 理 系 学 科 国際乾燥地研究教育機構 国際乾燥地研究教育機構事務室

工 学 部
化 学 バ イ オ 系 学 科

保健管理ｾﾝﾀｰ 学 生 生 活 課

生 命 環 境 農 学 科
農 学 部

共 同 獣 医 学 科

附 属 菌 類 き の こ 遺 伝 資 源 研 究 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

附属動物医療ｾﾝﾀｰ 附 属 鳥 由 来 人 獣 共 通 感 染 症 疫 学 研 究 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

附属ﾌｨ ｰ ﾙ ﾄ ﾞ ｻ ｲ ｴ ﾝ ｽ ｾ ﾝ ﾀ ｰ

情 報 企 画 推 進 課

附属共同獣医学教育開発推進センター 事 務 部 国 際 交 流 セ ン タ ー 国 際 交 流 課

米子地区事務部・経営企画課

学内共同教育研究施設

教 員 養 成 セ ン タ ー 教 育 支 援 課

キ ャ リ ア セ ン タ ー 学 生 生 活 課

染色体工学研究センター

事 務 部

事務部

教 育 セ ン タ ー

学 務 課 附 属 中 学 校

米子地区
事務部

地域価値創造研究教育機構企画管理室

地域価値創造研究教育機構

研 究 推 進 機 構

地域価値創造研究教育機構企画管理室

総 合 ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｱ 基 盤 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

医学図書館

連合農学研究科

研 究 推 進 課

事務部
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（別紙） 
 
■財務諸表の科目 

１．貸借対照表 
有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する

有形の固定資産。 
減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に

比して著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価
額を回収可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた
累計額。 

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。 
その他の有形固定資産：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 
その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券

等）が該当。 
現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預

金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 
その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、

たな卸資産等が該当。 
資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸

借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上さ
れた資産見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資
産見返負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

機構債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人大学改革支援・学位授与機
構が承継した財政融資資金借入金で、国立大学法人等が債務を負担することとされた
相当額。 

長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、PFI
債務、長期リース債務等が該当。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するも
の。退職給付引当金等が該当。 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 
政府出資金：国からの出資相当額。 
資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 
利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 
繰越欠損金：国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。 

 
２．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 
教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 
研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 
診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経

費。 
教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、

法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であっ
て学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費 

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 
一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 
財務費用：支払利息等。 
運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 
学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 
その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。 
臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 
目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）

のうち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それ
から取り崩しを行った額。 

 
３．キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、
人件費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資
金の収支状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収
入・支出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収
支状況を表す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行
・償還及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収



- 27 -

支状況を表す。 
資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 
４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来
の税財源により負担すべきコスト。 

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費
用から学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得
が予定されない資産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにも
かかわらず生じた減損損失相当額。 

損益外利息費用相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得
が予定されない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲
得が予定されない資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる
場合の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業
年度における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らか
と認められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当
事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した
場合の本来負担すべき金額等。 


